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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（表紙目次） （表紙目次）
現行版
頁番号

新　（　改　定　後　） 旧　（　現　行　）

表紙目次
第８節　工事の一時中止に伴う増加費用等の積算に

　　　　　ついて ・・・・・・・・・・・・・・・・２．８

１　工事の一時中止に伴う増加費用等の積算

第９節　産業廃棄物税の取り扱い　　 ・・・・・・・・・・・・・・・・２．９

１　対象工事

２　産業廃棄物税相当額の算定

３　産業廃棄物税相当額の計上方法

４　残差率

５　建設副産物の設計の考え方

第１０節　設計書の数値基準　　 ・・・・・・・・・・・・・・・２．10

１　設計書の数値基準

２　設計書の工事概要の記載

第１１節　数量計算要領　　 ・・・・・・・・・・・・・・・２．1１

１　適用範囲

２　数量の計算方法

３　控除

４　数値基準

第１２節　工事日数の算定 　　 ・・・・・・・・・・・・・・・２．１２

１　適正工事日数の設定について

２　工事日数の算定方法

３　工期変更の取扱い　

第１３節　既成部分における部分払いのための出来高設計書作成と

　　　　　　支払限度額の算定　 　・・・・・・・・・・・・・・・ ２．１３

第１４節　その他　　 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２．１４

１　施工機械

２　使用資材

第１５節　業務委託料の基本構成　　 ・・・・・・・・・・・・・・・  ２．１５

第１６節　設計書作成における添付書類　　 ・・・・・・・・・・・・・・・  ２．１６

第１７節　時間的制約を受ける工事の積算

　　　　　　について ・・・・・・・・・・・・・・・  ２．１７

第８節　工事の一時中止に伴う増加費用等の積算に

　　　　　ついて ・・・・・・・・・・・・・・・・２．８

１　工事の一時中止に伴う増加費用等の積算

第９節　産業廃棄物税の取り扱い　　 ・・・・・・・・・・・・・・・・２．９

１　対象工事

２　産業廃棄物税相当額の算定

３　産業廃棄物税相当額の計上方法

４　残差率

５　建設副産物の設計の考え方

第１０節　設計書の数値基準　　 ・・・・・・・・・・・・・・・２．10

１　設計書の数値基準

２　設計書の工事概要の記載

第１１節　数量計算要領　　 ・・・・・・・・・・・・・・・２．1１

１　適用範囲

２　数量の計算方法

３　控除

４　数値基準

第１２節　工事日数の算定 　　 ・・・・・・・・・・・・・・・２．１２

１　適正工事日数の設定について

２　工事日数の算定方法

３　工期変更の取扱い　

第１３節　既成部分における部分払いのための出来高設計書作成と

　　　　　　支払限度額の算定　 　・・・・・・・・・・・・・・・ ２．１３

第１４節　その他　　 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２．１４

１　施工機械

２　使用資材

第１５節　業務委託料の基本構成　　 ・・・・・・・・・・・・・・・  ２．１５

第１６節　設計書作成における添付書類　　 ・・・・・・・・・・・・・・・  ２．１６

（新規）
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（表紙目次） （表紙目次）
現行版
頁番号

新　（　改　定　後　） 旧　（　現　行　）

表紙目次
第１８節　熱中症対策に関する現場管理費

　　　　　　補正について　　 ・・・・・・・・・・・・・・・  ２．１８

第１９節　週休２日工事に要する費用の積算・・・・・・・・・・・・・・・  ２．１９

第３章　　　工事費積算

第１節　本工事費内訳書　　 ・・・・・・・・・・・・・・・・  ３．１
１　本工事費内訳書

第２節　材料費　 　・・・・・・・・・・・・・・・・  ３．２

第３節　配管労務の適用歩掛　　 ・・・・・・・・・・・・・・・・  ３．３
１　適用範囲

２　鋳鉄管布設工

３　鋼管布設工

４　硬質塩化ビニル管布設工

５　ポリエチレン管布設工

６　遠心力鉄筋コンクリート管布設工　　　　　　

７　管切断工

８　弁類及び消火栓設置工

９　既設管撤去工

１０　水道管挿入工事

１１　飲料水供給施設工

１２　機器等据付工及び現場溶接工

１３　特殊継手工

１４　その他

１５　レンタルパイプ方式仮設配管工

１６　通水試験工　

１７　現場発生品及び支給品運搬

第４節　土　工　　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・３．４
１　土量の変化

２　土量変化率

３　発生土・残土運搬に係る積算の考え方

４　既設管接続時における掘削余裕幅について

５　再掘削工の算定

第３章　　　工事費積算

第１節　本工事費内訳書　　 ・・・・・・・・・・・・・・・・  ３．１
１　本工事費内訳書

第２節　材料費　 　・・・・・・・・・・・・・・・・  ３．２

第３節　配管労務の適用歩掛　　 ・・・・・・・・・・・・・・・・  ３．３
１　適用範囲

２　鋳鉄管布設工

３　鋼管布設工

４　硬質塩化ビニル管布設工

５　ポリエチレン管布設工

６　遠心力鉄筋コンクリート管布設工　　　　　　

７　管切断工

８　弁類及び消火栓設置工

９　既設管撤去工

１０　水道管挿入工事

１１　飲料水供給施設工

１２　機器等据付工及び現場溶接工

１３　特殊継手工

１４　その他

１５　レンタルパイプ方式仮設配管工

１６　通水試験工　

１７　現場発生品及び支給品運搬

第４節　土　工　　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・３．４
１　土量の変化

２　土量変化率

３　発生土・残土運搬に係る積算の考え方

４　既設管接続時における掘削余裕幅について

５　再掘削工の算定

（新規）

（新規）
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第１章　第３節　２　資材及び労務の単価　　） （第１章　第３節　２　資材及び労務の単価　　）
1.3-1

第1章
第3節-2

現行版
頁番号

新　（　改　定　後　） 旧　（　現　行　）

２　資材及び労務の単価

(１)　水道資材の単価は、いわき市水道局「水道施設資材単価表」による。

(２)　土木工事の資材単価及び労務単価は、福島県土木部発行の「土木事業単価表」に

　　よる。

(３)  建築工事の資材単価及び労務単価は、福島県土木部発行の「建築関係事業単価表」

　　による。

(４） 業務委託の資材単価及び労務単価は、福島県土木部発行の「土木・建築関係委託設

　　計単価表」による。

(５) （1）～（4）により難い場合は、物価資料による。

物価資料とは、（財）建設物価調査会発行の「建設物価(Web版含む)」（月刊版）、

土木コスト情報（季刊版）、建築コスト情報（季刊版）、｢建設物価ニュース速報｣

ならびに（財）経済調査会発行の「積算資料(電子版含む)」（月刊版）、土木施工

単価（季刊版）、建築施工単価（季刊版）、「週間速報物価版」をいう。

(６) （1）～ (5)により難い場合は、見積りによる。

見積りとは、製造会社・商社等から見積りとして徴したものをいう。

(７)   物価資料による単価決定方法は、水道事業実務必携に準拠する。

２　資材及び労務の単価
(１)　水道資材の単価は、いわき市水道局「水道施設資材単価表」による。

(２)　土木工事の資材単価及び労務単価は、福島県土木部発行の「土木事業単価表」に

　　よる。

(３)  建築工事の資材単価及び労務単価は、福島県土木部発行の「建築関係事業単価表」

　　による。

(４） 業務委託の資材単価及び労務単価は、福島県土木部発行の「土木・建築関係委託

　　設計単価表」による。

(５) （1）～（4）により難い場合は、物価資料による。

物価資料とは、（財）建設物価調査会発行の「建設物価(Web版含む)」（月刊版）、

土木コスト情報（季刊版）、建築コスト情報（季刊版）、｢建設物価ニュース速報｣

ならびに（財）経済調査会発行の「積算資料(電子版含む)」（月刊版）、土木施工

単価（季刊版）、建築施工単価（季刊版）、「週間速報物価版」をいう。

(６) （1）～ (5)により難い場合は、見積りによる。

見積りとは、製造会社・商社等から見積りとして徴したものをいう。

(７)　物価資料による単価決定方法は、原則、福島県土木部発行の「設計資材単価等決

定基準」に準拠する。

①決定資料の採用順位
原則として、

1.いわき市水道局設計積算資材単価表、土木・建築関係事業単価表（福島県土木部）
2.物価資料（※1）
3.見積書 の順とする。

　　
②資材単価決定方法
(1)　物価資料による場合

1)　 原則として、当初設計積算時の物価資料の平均値を採用するものとし、
どちらか一方のみに掲載されている場合は、その単価を採用する。

2)　物価資料掲載地域の採用は下記のとおりとする。
 (ⅰ)　掲載価格が「都市別価格」の場合

採用順位

 (ⅱ)　掲載価格が「地区別」の場合は、東北地区を採用する。
 (ⅲ)　掲載価格が「全国」の場合は、全国を採用する。
 (ⅳ)　掲載地域が異なる場合は、価格の比較は行わず下記の順位で採用する。

採用順位

3)　大口、小口需要者価格の扱いについては、当該設計の規模に応じて選択するもの
　とする。
4)　「水道事業実務必携」による場合の単価の決定は、物価資料（「建設物価」、「積算
　資料」）に掲載されている実勢価格を平均し、単価の有効桁の大きい方の桁を決定額の
　有効桁とする。但し、大きい方の有効桁が３桁未満のときは、決定額の有効桁は３桁と
　する。また、一方の資料にしか掲載のないものについては、その価格とする。なお、適
　用時期は毎月とする。

第1順位 第2順位 第3順位

最寄りの県内都市 仙台市又は新潟市 東京都

最寄りの
県内都市

東北 全国
仙台市
又は

新潟市
東京都

第1順位 第2順位 第3順位 第4順位 第5順位

(８) 決定資料の採用順位は、原則として、

    ①いわき市水道局設計積算資材単価表、土木・建築関係事業単価表(福島県土木部)

    ②物価資料（※1）

　　③見積書　　　　　の順とする。

(９)   資材単価決定方法については、

　　①　物価資料による場合

　1)　原則として、当初設計積算時の物価資料の平均値を採用するものとし、

どちらか一方のみに掲載されている場合は、その単価を採用する。
　2)　物価資料掲載地域の採用は下記のとおりとする。
　 (ⅰ)　掲載価格が「都市別価格」の場合

採用順位

　 (ⅱ)　掲載価格が「地区別」の場合は、東北地区を採用する。
　 (ⅲ)　掲載価格が「全国」の場合は、全国を採用する。
　 (ⅳ)　掲載地域が異なる場合は、価格の比較は行わず下記の順位で採用する。

採用順位

　3)　大口、小口需要者価格の扱い
　　　　大口、小口の単価設定があるものについては、大口単価を採用するもの
　　　とし取扱いは下表のとおりとする。
　　　　なお、当初設計における採用単価は設計変更の対象としない。

※大口、小口の表記がないものは大口扱いとする。

　4)　「水道事業実務必携」による場合の単価の決定は、物価資料（「建設物価」、
　「積算資料」）に掲載されている実勢価格を平均し、単価の有効桁の大きい方の
　桁を決定額の有効桁とする。但し、大きい方の有効桁が３桁未満のときは、決定
　額の有効桁は３桁とする。また、一方の資料にしか掲載のないものについては、
　その価格とする。なお、適用時期は毎月とする。

採用価格 算出式

285円 (①+③)/2

Ａ誌 Ｂ誌

①大口

280円

②小口

300円

③表記なし

第1順位 第2順位 第3順位

最寄りの県内都市 仙台市又は新潟市 東京都

最寄りの
県内都市

東北 全国
仙台市
又は

新潟市

東京都

第1順位 第2順位 第3順位 第4順位 第5順位

290円
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第１章　第３節　２　資材及び労務の単価　続き　　） （第１章　第３節　２　資材及び労務の単価　続き　　）
1.3-1

第1章
第3節-2
続き

現行版
頁番号

新　（　改　定　後　） 旧　（　現　行　）

(2)　見積書による場合
1)　積算体系【水道事業実務必携】の場合

 積算価格は原則として、３社以上から徴収した見積りの異常値を除いた平均価格
を採用する。ただし、製造及び販売先1社の場合は、この限りでない。

2)　積算体系【福島県標準積算基準（※２）】等で、1)以外の場合
(ⅰ)　積算価格は原則として、５社（建築、設備工事は３社）以上から徴収した見積り
　の異常値を除いた平均価格(建築・設備は最低価格)を採用する。ただし、製造及
　び販売先などの数が限定されている場合はこの限りでない。
(ⅱ)類似品が物価資料又は設計単価表に掲載されている場合は、「土木・建築
　関係事業単価表参考資料　福島県土木部」に記載の「設計資材単価等決定基準」
　に基づき設計資材単価を決定する。

3)　異常値の取扱について
見積価格が「ほぼ同一な価格帯」であることを確認し、かつ、著しい差
（=異常値）がある見積書を除外する。
　なお、「ほぼ同一な価格帯」が複数になる場合、もしくは無い場合には、
見積条件及び仕様等を確認して再度、見積もりを徴収する。

(ⅰ)　「ほぼ同一な価格帯」
直近上下位との価格差が３０％以内の差異にあるもの。

(ⅱ)　「異常値」
見積りの平均価格に対して３０％以上の差異があるもの。

4)　留意事項
(ⅰ)類似品とは、同一品名で規格（形状・寸法）が異なるものをいう。
(ⅱ)一体として捉えるべきもの（プラント等）又は資材毎の単価比較になじまないも
　　のは、種別毎（見積書単位ごと）に見積価格の比較を行い、採用価格を決定する
    ことし、見積書の内訳（プラント等の内訳）単位での平均価格（建築・設備は最
    低価格）を集める手法などは採用しないものとする。
(ⅲ)見積を徴収する資材の仕様については、品名と形状寸法のみではなく、要求する
　　品質規格（材質、色、強度、性能など）を詳細に記載するとともに、図面（詳細
　　な図面がない場合は概略参考図）を添付するなどして、提出される見積が、同じ
　　条件、同じ仕様のもとに作成されるようにする。
(ⅳ)見積は実勢取引価格を原則とするが、公表価格などでしか徴収できない場合は、又
　　は実勢取引価格と剥離していると判断できる場合は、「類似品補正」や見積の提出
　　者をメーカー等から施工業者まで収集範囲を広げるなどして、実勢価格を算定する
　　こととする。

5)　設計資材単価の端数処理

単価の端数処理は以下のとおりとする。

　ただし、燃料類（灯油・軽油・重油等）や電線類の材料単価については、
少数点第2位を切り捨てる。

材料単価 端数処理
10,000,000円以上 10,000円未満切り捨て

1,000,000円以上、 10,000,000円未満 1,000円未満切り捨て

1,000円未満 1円未満切り捨て

10,000円以上、 1,000,000円未満 100円未満切り捨て
1,000円以上、 10、000円未満 10円未満切り捨て

②　見積書による場合
　1)　積算体系【水道事業実務必携】の場合

 積算価格は原則として、３社以上から徴収した見積りの異常値を除いた平均
価格を採用する。ただし、製造及び販売先1社の場合は、この限りでない。

　2)　積算体系【福島県標準積算基準（※２）】等で、1)以外の場合
(ⅰ)　積算価格は原則として、３社（建築,設備工事は３社）以上から徴収した
　見積りの異常値を除いた平均価格(建築・設備は最低価格)を採用する。ただ
　し、製造及び販売先などの数が限定されている場合はこの限りでない。
(ⅱ） 類似品が物価資料又は設計単価表に記載されている場合は、「土木・建築

関係事業単価表参考資料　福島県土木部」に記載の「設計資材単価等決定基
準」に基づき設計資材単価を決定する。

　3)　異常値の取扱について
見積価格が「ほぼ同一な価格帯」であることを確認し、かつ、著しい差
（=異常値）がある見積書を除外する。
　なお、「ほぼ同一な価格帯」が複数になる場合、もしくは無い場合には、
見積条件及び仕様等を確認して再度、見積もりを徴収する。

(ⅰ)　「ほぼ同一な価格帯」
直近上下位との価格差が３０％以内の差異にあるもの。

(ⅱ)　「異常値」
見積りの平均価格に対して３０％以上の差異があるもの。

　4)　留意事項
(ⅰ)類似品とは、同一品名で規格（形状・寸法）が異なるものをいう。
(ⅰ)一体として捉えるべきもの（プラント等）又は資材毎の単価比較になじまな
　　いものは、種別毎（見積書単位ごと）に見積価格の比較を行い、採用価格を
    決定することし、見積書の内訳（プラント等の内訳）単位での平均価格（建
    築・設備は最低価格）を集める手法などは採用しないものとする。
(ⅱ)見積を徴収する資材の仕様については、品名と形状寸法のみではなく、要求
　　する品質規格（材質、色、強度、性能など）を詳細に記載するとともに、図
　　面（詳細な図面がない場合は概略参考図）を添付するなどして、提出される
　　見積が、同じ条件、同じ仕様のもとに作成されるようにする。
(ⅲ)見積は実勢取引価格を原則とするが、公表価格などでしか徴収できない場合
　　は、又は実勢取引価格と剥離していると判断できる場合は、見積の提出者を
　　メーカー等から施工業者まで収集範囲を広げるなどして、実勢価格を算定す
　　ることとする。

　5)　設計資材単価の端数処理

単価の端数処理は以下のとおりとする。

　生コンクリート(㎥)、セメント(t又は㎥)、アスファルト合材(t),骨材
等(㎥)の単価は上表によらず10円未満を切り捨てる。

100円未満 少数第２位を切り捨て

材料単価 端数処理
10,000,000円以上 10,000円未満切り捨て

1,000,000円以上、 10,000,000円未満 1,000円未満切り捨て

100円以上、 1,000円未満 1円未満切り捨て

10,000円以上、 1,000,000円未満 100円未満切り捨て

1,000円以上、 10、000円未満 10円未満切り捨て
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第１章　第３節　２　資材及び労務の単価　続き　　） （第１章　第３節　２　資材及び労務の単価　続き　　）

※赤枠部「参考資料３-(1)-1.設計資材単価決定方法」を移動 ※黒枠部「参考資料３-(1)-1.設計資材単価決定方法」

現行版
頁番号

新　（　改　定　後　） 旧　（　現　行　）

1.3-1

第1章
第3節-2
続き

(10) 見積りの取扱い等は、本積算基準参考資料の「３ 見積り関係」による。
(８)   見積りによる単価決定方法は、本積算基準参考資料の「3 見積り関係」による。

　（※１）物価資料
・（財）建設物価調査会発行の「建設物価」、「土木コスト情報」、

「建築コスト情報」「月刊建設物価速報版」
・（財）経済調査会発行の「積算資料」、「土木施工単価」、「建築施工単価」

　（※２）福島県標準積算基準
・土木工事標準積算基準（福島県土木部）
・建築関係工事積算基準（福島県土木部）
・下水道用設計標準歩掛表（日本下水道協会）

　（※１）物価資料
・（財）建設物価調査会発行の「建設物価」、「土木コスト情報」、

「建築コスト情報」「月刊建設物価速報版」
・（財）経済調査会発行の「積算資料」、「土木施工単価」、「建築施工単価」

　（※２）福島県標準積算基準
・土木工事標準積算基準（福島県土木部）
・建築関係工事積算基準（福島県土木部）
・下水道用設計標準歩掛表（日本下水道協会）
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第２章　積算基準　目次） （第２章　積算基準　目次）
現行版
頁番号

新　（　改　定　後　） 旧　（　現　行　）

第2章
目次

第2章　積算基準

第１節 請負工事費の基本構成 　　・・・・２．１－１

第２節 共通仮設費（積上げ）の積算 ・・・・２．２－１

第３節  実務必携に基づき諸経費算定する場合の率の補正等
・・・・・・・２．３－１

第４節 土木工事標準積算基準に基づき諸経費算定する
場合の率の補正等 ・・・・・・・２．４－１

第５節 随意契約方式により工事を発注する場合及びスライド条項が
適用となる場合の調整について　・・・・・・・２．５－１

第６節  施工箇所が点在する工事の積算 ・・・・・・・２．６－１

第７節 設計変更の取扱い ・・・・・・・２．７－１

第８節 工事における工期の延長等に伴う増加費用等の
積算について ・・・・２．８－１

第９節 産業廃棄物税の取扱い ・・・・・・・２．９－１

　　第１０節 設計書の数値基準 ・・・・・・２．１０－１

第１１節 数量計算要領 ・・・・・・２．１１－１

第１２節 工事日数の算定 ・・・・・・２．１２－１

第１３節 既成部分における部分払いのための出来高設計書作成
と支払限度額の算定 ・・・・・・２．１３－１

第１４節 その他 ・・・・・・・・・・２．１４－１

第１５節 業務委託料の基本構成 ・・・・・・２．１５－１

第１６節 設計書作成における添付書類 ・・・・・・２．１６－１

第１７節 時間的制約を受ける工事の積算 ・・・・・・２．１７－１

第１８節 熱中症対策に関する現場管理費 ・・・・・・２．１８－１
補正について

第１９節 週休２日工事に要する費用の積算・・・・・・２．１９－１

第2章　積算基準

第１節 請負工事費の基本構成 　　・・・・２．１－１

第２節 共通仮設費（積上げ）の積算 ・・・・２．２－１

第３節  実務必携に基づき諸経費算定する場合の率の補正等
・・・・・・・２．３－１

第４節 土木工事標準積算基準に基づき諸経費算定する
場合の率の補正等 ・・・・・・・２．４－１

第５節 随意契約方式により工事を発注する場合及びスライド条項が
適用となる場合の調整について　・・・・・・・２．５－１

第６節  施工箇所が点在する工事の積算 ・・・・・・・２．６－１

第７節 設計変更の取扱い ・・・・・・・２．７－１

第８節 工事における工期の延長等に伴う増加費用等の
積算について ・・・・２．８－１

第９節 産業廃棄物税の取扱い ・・・・・・・２．９－１

　　第１０節 設計書の数値基準 ・・・・・・２．１０－１

第１１節 数量計算要領 ・・・・・・２．１１－１

第１２節 工事日数の算定 ・・・・・・２．１２－１

第１３節 既成部分における部分払いのための出来高設計書作成
と支払限度額の算定 ・・・・・・２．１３－１

第１４節 その他 ・・・・・・・・・・２．１４－１

第１５節 業務委託料の基本構成 ・・・・・・２．１５－１

第１６節 設計書作成における添付書類 ・・・・・・２．１６－１

第１７節 時間的制約を受ける工事の積算 ・・・・・・２．１７－１

（新規）

（新規）
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第2章　第3節　5．一般管理費率の補正） （第2章　第3節　5．一般管理費率の補正）
現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

2.3-4

第2章
第3節-5

５　一般管理費率の補正

一般管理費等率

前払金支出割合の相違による取扱い

⑴　前払金支出割合が35％を越え40％以下の場合

算定式 　　一般管理費等率（％）＝-4.97802×Log(工事原価（円））＋56.92101（％）

※１　一般管理費等率（％）の値は、小数点以下第3位を四捨五入して2位止めとする。

※２　対象とする工事原価については、実務必携第1編第1章第2節の、1-2-2-2-(2)-1)

　　　(ﾆ)及び1-2-2-2-(2)-5)を参照のこと。　

⑵　前払金の支出割合が35%以下の場合

　　一般管理費率は、（１）と同様に出した一般管理費等率に

　下表の補正係数を乗じて得た率とする。

補正係数

1.05

1.04

1.03

1.01

令和４年５月１日以後に契約を締結した建設工事等から

建設工事

(現行)  請負代金額の5割以内　→　(変更後) 請負代金額の4割5分以内

測量・調査・設計の委託等

(現行)  委託金額の4割以内　→　(変更後) 委託金額の3割5分以内

⑶　契約保証に係る一般管理費等率の補正

１　ケース３の具体例は、以下のとおり。

　予算決算及び会計令第100条の2第1項第1号の規定により工事請負契約書の作成を省略できる

　工事請負契約である場合

２　契約保証費を計上する場合は、原則として当初契約の積算に見込むものとする。

工事原価 500万円以下 500万円を超え30億円以下 30億円を超えるもの

一般管理費等率（％） 23.57（％）
一般管理費等率算定式により算出

された率
9.74（％）

ケース１ 発注者が金銭的保証を必要とする場合。 0.04

必要とする場合(請負代金額500万円以上)には、一般管理費等率に補正値 0.04％を

保証の方法 補正率（％）

(注)

ケース２ 発注者が役務的保証を必要とする場合。

支出割合区分

0％　～　5％以下

5％を超え15％以下

15％を超え25％以下

25％を超え35％以下

　ただし、局の発注工事は「いわき市水道局契約規程」第55条の規定により、請負金額が100万

円以上に限り45%以内としているので、補正係数は1.00であることから、結果として補正しない。

　「いわき市水道局工事請負契約約款」第４条の規定により、発注者が金銭的保証を

加算したものを一般管理費率とする。

0.09

ケース３ ケース１及び２以外の場合。 補正しない

５　一般管理費率の補正

一般管理費等率

前払金支出割合の相違による取扱い

⑴　前払金支出割合が35％を越え40％以下の場合

算定式 　　一般管理費等率（％）＝-4.97802×Log(工事原価（円））＋56.92101（％）

※１　一般管理費等率（％）の値は、小数点以下第3位を四捨五入して2位止めとする。

※２　対象とする工事原価については、実務必携第1編第1章第2節の、1-2-2-2-(2)-1)

　　　(ﾆ)及び1-2-2-2-(2)-5)を参照のこと。　

⑵　前払金の支出割合が35%以下の場合

　　一般管理費率は、（１）と同様に出した一般管理費等率に

　下表の補正係数を乗じて得た率とする。

補正係数

1.05

1.04

1.03

1.01

平成23年4月27日以後に契約を締結した建設工事等から

建設工事

(現行)  請負代金額の4割以内　→　(変更後) 請負代金額の5割以内

測量・調査・設計の委託等

(現行)  委託金額の3割以内　→　(変更後) 委託金額の4割以内

⑶　契約保証に係る一般管理費等率の補正

１　ケース３の具体例は、以下のとおり。

　予算決算及び会計令第100条の2第1項第1号の規定により工事請負契約書の作成を省略できる

　工事請負契約である場合

２　契約保証費を計上する場合は、原則として当初契約の積算に見込むものとする。

(注)

ケース２ 発注者が役務的保証を必要とする場合。

支出割合区分

0％　～　5％以下

5％を超え15％以下

15％を超え25％以下

25％を超え35％以下

　ただし、局の発注工事は「いわき市水道局契約規程」第55条の規定により、請負金額が100万

円以上に限り50%以内としているので、補正係数は1.00であることから、結果として補正しない。

　「いわき市水道局工事請負契約約款」第４条の規定により、発注者が金銭的保証を

加算したものを一般管理費率とする。

0.09

ケース３ ケース１及び２以外の場合。 補正しない

ケース１ 発注者が金銭的保証を必要とする場合。 0.04

必要とする場合(請負代金額500万円以上)には、一般管理費等率に補正値 0.04％を

保証の方法 補正率（％）

工事原価 500万円以下 500万円を超え30億円以下 30億円を超えるもの

一般管理費等率（％） 23.57（％）
一般管理費等率算定式により算出

された率
9.74（％）
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第２章　第4節　1．共通仮設費率の補正） （第２章　第4節　1．共通仮設費率の補正）
旧　（　現　行　）新　（　改　正　後　）

2.4-1

第2章
第4節-1

現行版
頁番号

１　共通仮設費率の補正（第１編　総則、第2章　工事費の積算、②　間接工事費）

適用条件

補正係数 適用優先

（※）コンクリートダム及びフィルダム工事は適用しない。

＊適用条件の複数に該当する場合は、適用優先順に従い決定するものとする。

1.2 4
市街地（DID補正）

（２）
市街地（DID補正）

（１）以外

市街地（DID補正）（１）で
適用となる工種区分以外で、
市街地部が施工箇所に含まれ
る場合。

一般交通影響有り（１）以外
の車道において、車線変更を
促す規制を伴う場合。（常時
全面通行止めの場合を含む）

一般交通影響有り
（２）

全ての工種（※） 1.2 3

1

2車線以上（片側1車線以上）
かつ交通量（上下合計）が
5000台/日以上の車道におい
て規制を行う場合。ただし、
常時全面通行止めの場合は対
象外とする。

一般交通影響有り
（１）

全ての工種（※） 1.3 2

1.3

施工地域区分 工種区分 対象

市街地（DID補正）
（１）

鋼橋架設工事

電線共同溝工事

道路維持工事

舗装工事

橋梁保全工事

市街地部が施工箇所に含まれ
る場合。

１　共通仮設費率の補正（第１編　総則、第2章　工事費の積算、②　間接工事費）

適用条件

補正係数 適用優先

（※）コンクリートダム及びフィルダム工事は適用しない。

＊適用条件の複数に該当する場合は、適用優先順に従い決定するものとする。

市街地（DID補正）
（１）－２

市街地部が施工箇所に含まれる場
合。

1.2 5

鋼橋架設工事、電線
共同溝工事、道路維
持工事、舗装工事、
橋梁保全工事以外の

工種(※)

電線共同溝工事、道
路維持工事、舗装工
事、橋梁保全工事以

外の工種(※)

電線共同溝工事、道
路維持工事、舗装工
事、橋梁保全工事以

外の工種(※)

1.3 3

1.2 4

施工地域区分 工種区分 対象

市街地（DID補正）
（１）－１

電線共同溝工事

道路維持工事

舗装工事

橋梁保全工事

市街地部が施工箇所に含まれる場
合。

一般交通影響有り（１）以外の車
道において、車線変更を促す規制
を伴う場合。（常時全面通行止め
の場合を含む）

一般交通影響有り
（２）－１

2車線以上（片側1車線以上）かつ
交通量（上下合計）が5000台/日
以上の車道において規制を行う場
合。ただし、常時全面通行止めの
場合は対象外とする。

一般交通影響有り
（１）－１

1.4 1

電線共同溝工事

道路維持工事

舗装工事

橋梁保全工事

電線共同溝工事

道路維持工事

舗装工事

橋梁保全工事

1.3 2
市街地（DID補正）

（１）－２
鋼橋架設工事

市街地部が施工箇所に含まれる場
合。

一般交通影響有り
（１）－２

2車線以上（片側1車線以上）かつ
交通量（上下合計）が5000台/日
以上の車道において規制を行う場
合。ただし、常時全面通行止めの
場合は対象外とする。

一般交通影響有り
（２）－２

一般交通影響有り（１）以外の車
道において、車線変更を促す規制
を伴う場合。（常時全面通行止め
の場合を含む）
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第２章　第4節　2．現場管理費率の補正） （第２章　第4節　2．現場管理費率の補正）
2.4-1

第2章
第4節-2

現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

２　現場管理費率の補正

補正係数 適用優先

（※）コンクリートダム及びフィルダム工事は適用しない。

＊適用条件の複数に該当する場合は、適用優先順によるが、共通仮設費で決定した施工地域区分と

同じものを適用すること。

4

一般交通影響有り
（２）

全ての工種（※）

一般交通影響有り（１）以外
の車道において、車線変更を
促す規制を伴う場合。（常時
全面通行止めの場合を含む）

1.1 3

一般交通影響有り
（１）

全ての工種（※）

2車線以上（片側1車線以上）
かつ交通量（上下合計）が
5000台/日以上の車道におい
て規制を行う場合。ただし、
常時全面通行止めの場合は対
象外とする。

2

1.1 1

電線共同溝工事

道路維持工事

舗装工事

橋梁保全工事

施工地域区分 工種区分 対象

市街地（DID補正）
（１）

鋼橋架設工事

市街地部が施工箇所に含まれ
る場合。

1.1

市街地（DID補正）
（２）

市街地（DID補正）
（１）以外

市街地（DID補正）（１）で
適用となる工種区分以外で、
市街地部が施工箇所に含まれ
る場合。

1.1

２　現場管理費率の補正

補正係数 適用優先

（※）コンクリートダム及びフィルダム工事は適用しない。

＊適用条件の複数に該当する場合は、適用優先順によるが、共通仮設費で決定した施工地域区分と

同じものを適用すること。

一般交通影響有り
（２）－２

電線共同溝工事、道
路維持工事、舗装工
事、橋梁保全工事以

外の工種(※)

一般交通影響有り（１）以外の車
道において、車線変更を促す規制
を伴う場合。（常時全面通行止め
の場合を含む）

1.1 4

市街地（DID補正）
（１）－３

鋼橋架設工事、電線
共同溝工事、道路維
持工事、舗装工事、
橋梁保全工事以外の

工種(※)

市街地部が施工箇所に含まれる場
合。

1.1 5

道路維持工事

舗装工事

橋梁保全工事

市街地（DID補正）
（１）－２

鋼橋架設工事
市街地部が施工箇所に含まれる場
合。

1.1 2

一般交通影響有り
（１）－２

電線共同溝工事、道
路維持工事、舗装工
事、橋梁保全工事以

外の工種(※)

2車線以上（片側1車線以上）かつ
交通量（上下合計）が5000台/日
以上の車道において規制を行う場
合。ただし、常時全面通行止めの
場合は対象外とする。

1.1 3

1.2 1
一般交通影響有り

（１）－１

電線共同溝工事 2車線以上（片側1車線以上）かつ
交通量（上下合計）が5000台/日
以上の車道において規制を行う場
合。ただし、常時全面通行止めの
場合は対象外とする。

道路維持工事

舗装工事

橋梁保全工事

一般交通影響有り
（２）－１

電線共同溝工事 一般交通影響有り（１）以外の車
道において、車線変更を促す規制
を伴う場合。（常時全面通行止め
の場合を含む）

施工地域区分 工種区分 対象

市街地（DID補正）
（１）－１

電線共同溝工事

市街地部が施工箇所に含まれる場
合。

道路維持工事

舗装工事

橋梁保全工事
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第2章　第5節　２　共通仮設費の調整計算について　） （第2章　第5節　２　共通仮設費の調整計算について　）
現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

2.5-3

第2章
第5節－2

　　２　共通仮設費の調整計算について

（１）積上げ計算部分

　　１）運搬費

　　　　・実態に合わせ調整する。

　　２）事業損失防止施設費

　　　　・実態に合わせ調整する。

　　３）安全費

　　　　・実態に合わせ調整する。

　　４）技術管理費

　　　　・実態に合わせ調整する。

　　５）営繕費

　　　　・実態に合わせ調整する。

　　６）その他の共通仮設費

　　　　・実態に合わせ調整する。

（２）率計算部分

　　１）工種の適用

　　　　現工事と当該追加工事で工種が異なる場合は、現工事と追加工事の対象額の合計額に相当

　　　するその「主たる工種」の率を適用する。

（３）調整計算の方法

　　　　現工事と当該追加工事の共通仮設費対象を合算したもので率を算出し、各々の共通仮設費

　　　を求め、現工事の共通仮設費を控除したものの範囲内とする。

　　１）調整の一般式は次のとおりとする。

　　　（金額×率の計算結果は、1円未満切捨て。なお、中括弧｛　｝で囲まれている全体の諸経費

　　　　は中括弧内を計算した後に1円未満切捨て。）

　　　　Ａ＝（Ｄ×γ１）-B×γ２

　　　　Ａ：当該追加工事の共通仮設費

　　　　Ｂ：現工事の共通仮設費対象額

　　　　Ｄ：合算工事の共通仮設費対象額

　　　　γ１：Ｄに相当する主たる工種の共通仮設費率

　　　　γ２：Ｂに相当する現工事の工種の共通仮設費率

　　　　ただし、前記計算の場合にあってＡが負数になる場合は零額とみなし、追加工事に関する

　　　共通仮設費は計上しない。また、Ａが当該追加工事単独で積算された所要額よりも大きい場

　　　合は当該所要額とする。

※　詳細な共通仮設費の調整計算の方法については、Ⅰ-4-①-1参照

　　２　共通仮設費の調整計算について

（１）積上げ計算部分

　　１）運搬費

　　　　・実態に合わせ調整する。

　　２）事業損失防止施設費

　　　　・実態に合わせ調整する。

　　３）安全費

　　　　・実態に合わせ調整する。

　　４）技術管理費

　　　　・実態に合わせ調整する。

　　５）営繕費

　　　　・実態に合わせ調整する。

　　６）その他の共通仮設費

　　　　・実態に合わせ調整する。

（２）率計算部分

　　１）工種の適用

　　　　現工事と当該追加工事で工種が異なる場合は、現工事と追加工事の対象額の合計額に相当

　　　するその「主たる工種」の率を適用する。

（３）調整計算の方法

　　　　現工事と当該追加工事の共通仮設費対象を合算したもので率を算出し、各々の共通仮設費

　　　を求め、現工事の共通仮設費を控除したものの範囲内とする。

　　１）調整の一般式は次のとおりとする。

　　　（金額×率の計算結果は、1円未満切捨て。なお、中括弧｛　｝で囲まれている全体の諸経費

　　　　は中括弧内を計算した後に1円未満切捨て。）

　　　　Ａ≦（Ｄ×γ１）-B×γ２

　　　　Ａ：当該追加工事の共通仮設費

　　　　Ｂ：現工事の共通仮設費対象額

　　　　Ｄ：合算工事の共通仮設費対象額

　　　　γ１：Ｄに相当する主たる工種の共通仮設費率

　　　　γ２：Ｂに相当する現工事の工種の共通仮設費率

　　　　ただし、前記計算の場合にあってＡが負数になる場合は零額とみなし、追加工事に関する

　　　共通仮設費は計上しない。また、Ａが当該追加工事単独で積算された所要額よりも大きい場

　　　合は当該所要額とする。

※　詳細な共通仮設費の調整計算の方法については、Ⅰ-4-①-1参照
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第2章　第5節　3　現場管理費の調整計算の方法　） （第2章　第5節　3　現場管理費の調整計算の方法　）
現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

2.5-4

第2章
第5節－3

　　３　現場管理費の調整計算の方法

（１）現工事と当該追加工事で工種が異なる場合は、現工事と当該追加工事の純工事費の

　　合計額に対するその主たる工種（それぞれ純工事費の大きい方の工種）の現場管理費

　　率を適用する。

（２）現工事と当該追加工事の純工事費を合算したもので率を算出し、各々の現場管理費を

　　求め、現工事の現場管理費を控除したものの範囲内とする。　

（３）調整の一般式は次のとおりとする。

　　（金額×率の計算結果は、1円未満切捨て。なお、中括弧｛　｝で囲まれている全体の

　　諸経費は中括弧内を計算した後に1円未満切捨て。）

　　　（イ）現工事、当該追加工事ともに補正がない場合

　　　　　Ａ＝｛Ｄ×β１｝-B×β２

　　　　　　Ａ：当該追加工事の現場管理費

　　　　　　Ｂ：現工事の純工事費

　　　　　　Ｄ：合算工事の純工事費（共通仮設費を調整する場合は、調整後の純工事費）

　　　　　　β１：Ｄに相当する「主たる工種」の現場管理費率

　　　　　　β２：Ｂに相当する現工事の工種の共通仮設費率

　　　（ロ）現工事に補正があり、追加工事に補正がない場合

　　　　　Ａ＝｛Ｄ×β１+Ｂ×γ１｝-B×（β２+γ１）

　　　　　　γ１：現工事の現場管理費補正率

　　　（ハ）現工事に補正がなく、当該追加工事に補正がある場合

　　　　　Ａ＝｛Ｄ×β１+Ｃ×γ２｝-B×β２

　　　　　　Ｄ：当該追加工事の調整後の純工事費

　　　　　　γ２：当該追加工事の現場管理費補正率

　　　（ニ）現工事及び追加工事に補正がある場合

　　　　　Ａ＝｛Ｄ×（β１+γ３）｝-B×（β２+γ１）

　　　　　　γ３：Ｄに相当する現場管理費補正率

　　　　　　Ｂ、Ｃに対するγ１、γ２が各々異なる場合は純工事費による加重平均補正率

　　　　　　をγ３とする。

　　　　ただし、前記計算の場合にあってＡが負数になる場合は零額とみなし、当該追加

　　　工事に関する現場管理費は計上しない。

　　　 また、Ａが当該追加工事単独で積算された所要額よりも大きい場合は当該所要額とする。

　　３　現場管理費の調整計算の方法

（１）現工事と当該追加工事で工種が異なる場合は、現工事と当該追加工事の純工事費の

　　合計額に対するその主たる工種（それぞれ純工事費の大きい方の工種）の現場管理費

　　率を適用する。

（２）現工事と当該追加工事の純工事費を合算したもので率を算出し、各々の現場管理費を

　　求め、現工事の現場管理費を控除したものの範囲内とする。　

（３）調整の一般式は次のとおりとする。

　　（金額×率の計算結果は、1円未満切捨て。なお、中括弧｛　｝で囲まれている全体の

　　諸経費は中括弧内を計算した後に1円未満切捨て。）

　　　（イ）現工事、当該追加工事ともに補正がない場合

　　　　　Ａ≦｛Ｄ×β１｝-B×β２

　　　　　　Ａ：当該追加工事の現場管理費

　　　　　　Ｂ：現工事の純工事費

　　　　　　Ｄ：合算工事の純工事費（共通仮設費を調整する場合は、調整後の純工事費）

　　　　　　β１：Ｄに相当する「主たる工種」の現場管理費率

　　　　　　β２：Ｂに相当する現工事の工種の共通仮設費率

　　　（ロ）現工事に補正があり、追加工事に補正がない場合

　　　　　Ａ≦｛Ｄ×β１+Ｂ×γ１｝-B×（β２+γ１）

　　　　　　γ１：現工事の現場管理費補正率

　　　（ハ）現工事に補正がなく、当該追加工事に補正がある場合

　　　　　Ａ≦｛Ｄ×β１+Ｃ×γ２｝-B×β２

　　　　　　Ｄ：当該追加工事の調整後の純工事費

　　　　　　γ２：当該追加工事の現場管理費補正率

　　　（ニ）現工事及び追加工事に補正がある場合

　　　　　Ａ≦｛Ｄ×（β１+γ３）｝-B×（β２+γ１）

　　　　　　γ３：Ｄに相当する現場管理費補正率

　　　　　　Ｂ、Ｃに対するγ１、γ２が各々異なる場合は純工事費による加重平均補正率

　　　　　　をγ３とする。

　　　　ただし、前記計算の場合にあってＡが負数になる場合は零額とみなし、当該追加

　　　工事に関する現場管理費は計上しない。

　　　 また、Ａが当該追加工事単独で積算された所要額よりも大きい場合は当該所要額とする。
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第2章　第5節　4　一般管理費等の調整計算の方法　） （第2章　第5節　4　一般管理費等の調整計算の方法　）

（第2章　第5節　５　スライド条項の運用について　） （第2章　第5節　５　スライド条項の運用について　）

現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

2.5-4

第2章
第5節－4

第2章
第5節－5

2.5-5

　　４　一般管理費等の調整計算の方法

　　現工事と当該追加工事の工事原価を合算したもので率を算出し、各々の一般管理費を

　求め、現工事の一般管理費を控除したものの範囲内とする。

（金額×率の計算結果は、1円未満切捨て。なお、中括弧｛　｝で囲まれている全体の諸経費

は中括弧内を計算した後に1円未満切捨て。）

　Ａ＝｛Ｄ×α１×σ１｝-B×α２×σ２+Ｃ×β

　Ａ：当該追加工事の一般管理費等

　Ｂ：現工事の工事原価（中止期間中の現場維持等の費用含む）

　Ｃ：当該追加工事の工事原価（共通仮設費又は現場管理費を調整する場合は、調整後の

　　　工事原価）

　Ｄ：合算工事の工事原価

　α１：Ｄに相当する一般管理費等率

　α２：Ｂに相当する現工事の一般管理費費率

　β：当該追加工事の契約保証に係る一般管理費等の補正値

　σ１：当該追加工事の前払金支出割合による補正係数

　現工事と当該追加工事の前払金支出割合が異なる場合は、ＢとＣの加重平均による前払金

　支出割合から求められた補正係数

　α２：現工事の前払金支出割合による補正係数

　　一般管理費等率に当該補正係数を乗じて得た率は、少数第3位を四捨五入して2位止めとする。

　　＊　旧基準（旧諸経費率）で積算した工事に改正基準（改正諸経費率）で積算した工事を追加する場合等

　　　　の共通仮設費、現場管理費及び一般管理費の調整について県土木積算　Ⅰ-４-②-１　を準用する。

　　４　一般管理費等の調整計算の方法

　　現工事と当該追加工事の工事原価を合算したもので率を算出し、各々の一般管理費を

　求め、現工事の一般管理費を控除したものの範囲内とする。

（金額×率の計算結果は、1円未満切捨て。なお、中括弧｛　｝で囲まれている全体の諸経費

は中括弧内を計算した後に1円未満切捨て。）

　Ａ≦｛Ｄ×α１×σ１｝-B×α２×σ２+Ｃ×β

　Ａ：当該追加工事の一般管理費等

　Ｂ：現工事の工事原価（中止期間中の現場維持等の費用含む）

　Ｃ：当該追加工事の工事原価（共通仮設費又は現場管理費を調整する場合は、調整後の

　　　工事原価）

　Ｄ：合算工事の工事原価

　α１：Ｄに相当する一般管理費等率

　α２：Ｂに相当する現工事の一般管理費費率

　β：当該追加工事の契約保証に係る一般管理費等の補正値

　σ１：当該追加工事の前払金支出割合による補正係数

　現工事と当該追加工事の前払金支出割合が異なる場合は、ＢとＣの加重平均による前払金

　支出割合から求められた補正係数

　α２：現工事の前払金支出割合による補正係数

　　一般管理費等率に当該補正係数を乗じて得た率は、少数第3位を四捨五入して2位止めとする。

　　＊　旧基準（旧諸経費率）で積算した工事に改正基準（改正諸経費率）で積算した工事を追加する場合等

　　　　の共通仮設費、現場管理費及び一般管理費の調整について県土木積算　Ⅰ-４-②-１　を準用する。

　　５　スライド条項の運用について

・工事請負契約約款第26条（スライド条項）の運用について、県土木積算　I-４-④-1　から県土木

積算　I-4-⑤-3　を準用する。

　　５　スライド条項の運用について

・工事請負契約約款第26条（スライド条項）の運用について、県土木積算　I-４-④-1　から県土木

積算　I-4-⑦-2　を準用する。
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第2章　第7節　10　設計変更の積算　） （第2章　第7節　10　設計変更の積算　）
現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

2.7-15

第2章
第7節-10

2.18

第2章
第18節

（第2章　第18節　熱中症対策に関する現場管理費補正について）

　１０　設計変更の積算

１)設計変更における工種の取扱い

　数量の増減等により主たる工種が変わっても当初設計の工種とする。

２)間接工事費及び一般管理費等の設計変更について

　設計変更時の率計算部分の間接工事費及び一般管理費等の算出は、当該対象額に

相応する間接工事費及び一般管理費等の率を乗じて積算する。

３)設計変更における材料単価等の取扱いについて

①当初契約工種における工事増量の場合及び、現地の取合等の都合により増量する

　場合は、旧単価(当初設計時点単価)により積算するものとする。

②当初契約工種において、当初契約材料の規格・寸法及び土質のみが変更となった

　場合は、旧単価(当初設計時点単価)により積算するものとする。

③条件の変更等により新しい工種が発生した場合は、新単価(変更指示時点単価)で

　積算するものとする。

④工事減量の場合は、その減量分に対する設計単価により積算するものとする。

⑤新単価(変更指示時点単価)とした場合は、材料単価、労務単価、機械損料及び

　歩掛の全てを新単価(変更指示時点単価)により積算するものとする。

　※新しい工種とは、新工事工種体系のレベル３を基準として判断する。

　１０　設計変更の積算

１)設計変更における工種の取扱い

　数量の増減等により主たる工種が変わっても当初設計の工種とする。

２)間接工事費及び一般管理費等の設計変更について

　設計変更時の率計算部分の間接工事費及び一般管理費等の算出は、当該対象額に

相応する間接工事費及び一般管理費等の率を乗じて積算する。

３)設計変更における材料単価等の取扱いについて

①当初契約工種における工事増量の場合及び、現地の取合等の都合により増量する

　場合は、旧単価(当初設計時点単価)により積算するものとする。

②当初契約工種において、当初契約材料の規格・寸法及び土質のみが変更となった

　場合は、旧単価(当初設計時点単価)により積算するものとする。

③条件の変更等により新しい工種が発生した場合は、新単価(変更指示時点単価)で

　積算するものとする。

④工事減量の場合は、その減量分に対する設計単価により積算するものとする。

⑤新単価(変更指示時点単価)とした場合は、材料単価、労務単価、機械損料及び

　歩掛の全てを新単価(変更指示時点単価)により積算するものとする。

（新規）

第１８節　熱中症対策に関する現場管理費補正について

　熱中症対策に関する現場管理費補正は、次のとおりとする。

１ 対象とする工事

⑴ 建築関係工事積算基準を適用する工事を除く工事のうち、主たる工種が屋外作業である

　 工事

⑵ 全ての地域で施工する工事

２ 適用方法

⑴ 市が策定した「熱中症対策に関する現場管理費補正試行要領」による｡

⑵ 必要に応じ、別紙１ 福島県土木部技術管理課作成「熱中症対策概算額算出シート」を

   活用する。

３ 積算方法等

⑴ 現場管理費の補正は、工期中の日最高気温の状況に応じて補正値を算出し、現場管理

　 費率に加算する。

　 なお、補正による現場管理費の増額は、変更契約において行うものとする。

⑵ 補正値及び現場管理費の計算方法は「熱中症対策に関する現場管理費補正試行要領」

   ５ 積算方法等 ⑴及び⑵による
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第2章　第19節　週休２日工事に要する費用の積算　）

現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

2.19

第2章
第19節

（新規）

第１９節　週休２日工事に要する費用の積算

１　実務必携を適用した工事は、実務必携１－２－８「週休２日工事に要する費用の積算」に準じる。

２　県土木積算基準を適用した工事は、福島県土木部「土木部発注工事における「週休２日確保モデル

　工事」試行要領（土木工事編）」に準じる。　

３　県建築積算を適用した工事は、福島県土木部「建築関係工事における週休２日促進工事試行要領」

　に準じる。

４　下水道用設計標準歩掛表を適用した工事は、「工事における週休２日の取得に要する費用の計上に

　ついて（試行）令和２年３月25日　国地契第51号　国官技第375号」「機械設備工事における週休２日

　の取得に要する費用の計上について（試行）令和２年３月25日　国地契第65号　国総公第115号」に準

　じる。

　　なお、「機械設備工事における週休２日の取得に要する費用の計上について（試行）令和２年３月

　25日　国地契第65号　国総公第115号」は「下水道用設計積算要領－ﾎﾟﾝﾌﾟ場,処理場施設（機械・電

　気設備）編－」による。　
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第3章　第1節　1　本工事費内訳書　） （第3章　第1節　1　本工事費内訳書　）
現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

3.1-1

第3章
第1節-1

　１　開削工事の本工事費内訳書は、耐震化とその他を区分して作成することとし、次を標準とする。

本工事費

φ○○ DIP-GX配水管布設工(耐震化)

配管材料 明 1 - 1 号

配管労務 明 1 - 2 号

配管土工 明 1 - 3 号

舗装本復旧工 明 1 - 4 号

交通管理工 明 1 - 5 号

φ○○ HPPE配水管布設工(耐震化)

配管材料 明 1 - 6 号

配管労務 明 1 - 7 号

配管土工 明 1 - 8 号

舗装本復旧工 明 1 - 9 号

交通管理工 明 1 - 10 号

PEP 給水管切替工(非耐震)

配管材料 明 1 - 11 号

配管労務 明 1 - 12 号

配管土工 明 1 - 13 号

舗装本復旧工 明 1 - 14 号

交通管理工 明 1 - 15 号

消防施設工(非耐震)

配管材料 明 1 - 16 号

配管労務 明 1 - 17 号

φ○○ DIP配水管撤去工(非耐震)

配管材料 明 1 - 18 号

配管労務 明 1 - 19 号

配管土工 明 1 - 20 号

直接工事費計

支給品費

処分費・投棄料等

 処分費・投棄料等(直工内)

 処分費・投棄料等(準備費内)

共通仮設費計

共通仮設費(積上げ)

運搬費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) 明 1 - 21 号

φ○○ HPPE配水管(耐震化) 明 1 - 22 号

準備費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) 明 1 - 23 号

φ○○ HPPE配水管(耐震化) 明 1 - 24 号

事業費損失防止費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) 明 1 - 25 号

φ○○ HPPE配水管(耐震化) 明 1 - 26 号

安全費

役務費

技術管理費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) 明 1 - 27 号

φ○○ HPPE配水管(耐震化) 明 1 - 28 号

環境対策費 明 1 - 29 号

共通仮設費(率化)

共通仮設費対象額

共通仮設費率分

一般環境対策費率分

純工事費

現場管理費対象額

現場管理費

工事原価

一般管理費率分

契約保証に係る補正額

一般管理費等額計

工事価格

消費税相当額

1 式

1 式

単　価 金　額

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

費目・工種・種別・細目

式

1 式

1 式

1 式

1 式

式

1 式

1 式

1

摘　要

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1

明細単価番号

1

1 式

数　量 単　位

1 式

1 式

式

1 式

1 式

1

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

合　計

1 式

1 式

1 式

　１　開削工事の本工事費内訳書は、耐震化と非耐震化を区分して作成することとし、次を標準とする。

本工事費

φ○○ DIP-GX配水管布設工(耐震化)

配管材料 明 1 - 1 号

配管労務 明 1 - 2 号

配管土工 明 1 - 3 号

舗装本復旧工 明 1 - 4 号

交通管理工 明 1 - 5 号

φ○○ HPPE配水管布設工(耐震化)

配管材料 明 1 - 6 号

配管労務 明 1 - 7 号

配管土工 明 1 - 8 号

舗装本復旧工 明 1 - 9 号

交通管理工 明 1 - 10 号

PEP 給水管切替工(非耐震化)

配管材料 明 1 - 11 号

配管労務 明 1 - 12 号

配管土工 明 1 - 13 号

舗装本復旧工 明 1 - 14 号

交通管理工 明 1 - 15 号

消防施設工(非耐震化)

配管材料 明 1 - 16 号

配管労務 明 1 - 17 号

φ○○ DIP配水管撤去工(非耐震化)

配管材料 明 1 - 18 号

配管労務 明 1 - 19 号

配管土工 明 1 - 20 号

直接工事費計

支給品費

処分費・投棄料等

 処分費・投棄料等(直工内)

 処分費・投棄料等(準備費内)

共通仮設費計

共通仮設費(積上げ)

運搬費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) 明 1 - 21 号

φ○○ HPPE配水管(耐震化) 明 1 - 22 号

準備費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) 明 1 - 23 号

φ○○ HPPE配水管(耐震化) 明 1 - 24 号

事業費損失防止費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) 明 1 - 25 号

φ○○ HPPE配水管(耐震化) 明 1 - 26 号

安全費

役務費

技術管理費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) 明 1 - 27 号

φ○○ HPPE配水管(耐震化) 明 1 - 28 号

環境対策費 明 1 - 29 号

共通仮設費(率化)

共通仮設費対象額

共通仮設費率分

一般環境対策費率分

純工事費

現場管理費対象額

現場管理費

工事原価

一般管理費率分

契約保証に係る補正額

一般管理費等額計

工事価格

消費税相当額

1 式

1 式

合　計

1 式

1 式

1 式

式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

式

1 式

1 式

1

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

式

1 式

1

1 式

数　量 単　位

1 式

1 式

摘　要

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1

明細単価番号

1

1 式

1 式

1 式

1 式

費目・工種・種別・細目

式

1 式

1 式

1 式

1 式

式

1 式

1 式

1

1 式

1 式

単　価 金　額

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第3章　第1節　2　本工事費内訳書　続き　） （第3章　第1節　2　本工事費内訳書　続き　）
現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

3.1-3

第3章
第1節-2

　２　小口径推進工事の本工事費内訳書は、耐震化とその他を区分して作成することとし、次を

　標準とする。

【参考】　下水道用設計標準歩掛表-第１巻 管路施設(推進工法編)-　

本工事費

φ○○ DIP-NS配水管布設工(耐震化)

配管材料 A 1 - 1 号

配管労務 A 1 - 2 号

配管土工 A 1 - 3 号

舗装本復旧工 A 1 - 4 号

交通管理工 A 1 - 5 号

○○推進工(非耐震)

〇〇推進工（φ○○　管種) A 1 - 6 号

立坑工 A 1 - 7 号

地盤改良工 A 1 - 8 号

付帯工 A 1 - 9 号

架設工 A 1 - 10 号

舗装本復旧工 A 1 - 11 号

交通管理工 A 1 - 12 号

直接工事費計

支給品費

処分費・投棄料等

 処分費・投棄料等(直工内)

 処分費・投棄料等(準備費内)

共通仮設費計

共通仮設費(積上げ)

運搬費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) A 1 - 13 号

○○推進工(非耐震) A 1 - 14 号

準備費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) A 1 - 15 号

○○推進工(非耐震) A 1 - 15 号

事業費損失防止費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) A 1 - 17 号

○○推進工(非耐震) A 1 - 18 号

安全費 A 1 - 19 号

役務費 A 1 - 20 号

技術管理費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) A 1 - 21 号

○○推進工(非耐震) A 1 - 22 号

環境対策費 A 1 - 23 号

共通仮設費(率化)

共通仮設費対象額

共通仮設費率分

一般環境対策費率分

純工事費

現場管理費対象額

現場管理費

工事原価

一般管理費率分

契約保証に係る補正額

一般管理費等額計

工事価格

消費税相当額

合計

　３　水管橋上部工工場製作、架設工事の本工事費内訳書は、経済産業省工業用水道
　　　設計標準歩掛表を参考として作成する。
　４　ポンプ場、浄水場等の土木構造物工事の本工事費内訳書は下水道用設計標準歩
　　　掛表-第２巻 ポンプ場・処理場-　を参考として作成する。
　５　ポンプ場、浄水場管理施設等の建築工事の工事科目等、構成は建築関係工事
　　　積算基準を参考として作成する。
　６　電気、機械設備工事の本工事費内訳書は下水道用設計標準歩掛表　
　　　第２巻 ポンプ場・処理場-　を参考として作成する。
　７　ＰＣ配水池工事の工事費総括表、工事費内訳書は、ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ円形構造物
　　　標準積算要領を参考として作成する。

なお、これにより難い場合は、別途考慮する。

1 式

摘　要数　量 単　位費目・工種・種別・細目

1 式

1 式

1 式

単　価 金　額 明細単価番号

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

　２　小口径推進工事の本工事費内訳書は、耐震化と非耐震化を区分して作成することとし、次を

　標準とする。

【参考】　下水道用設計標準歩掛表-第１巻 管路施設(推進工法編)-　

本工事費

φ○○ DIP-NS配水管布設工(耐震化)

配管材料 A 1 - 1 号

配管労務 A 1 - 2 号

配管土工 A 1 - 3 号

舗装本復旧工 A 1 - 4 号

交通管理工 A 1 - 5 号

○○推進工(非耐震化)

〇〇推進工（φ○○　管種) A 1 - 6 号

立坑工 A 1 - 7 号

地盤改良工 A 1 - 8 号

付帯工 A 1 - 9 号

架設工 A 1 - 10 号

舗装本復旧工 A 1 - 11 号

交通管理工 A 1 - 12 号

直接工事費計

支給品費

処分費・投棄料等

 処分費・投棄料等(直工内)

 処分費・投棄料等(準備費内)

共通仮設費計

共通仮設費(積上げ)

運搬費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) A 1 - 13 号

○○推進工(非耐震化) A 1 - 14 号

準備費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) A 1 - 15 号

○○推進工(非耐震化) A 1 - 15 号

事業費損失防止費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) A 1 - 17 号

○○推進工(非耐震化) A 1 - 18 号

安全費 A 1 - 19 号

役務費 A 1 - 20 号

技術管理費

φ○○ DIP-NS配水管(耐震化) A 1 - 21 号

○○推進工(非耐震化) A 1 - 22 号

環境対策費 A 1 - 23 号

共通仮設費(率化)

共通仮設費対象額

共通仮設費率分

一般環境対策費率分

純工事費

現場管理費対象額

現場管理費

工事原価

一般管理費率分

契約保証に係る補正額

一般管理費等額計

工事価格

消費税相当額

合計

　３　水管橋上部工工場製作、架設工事の本工事費内訳書は、経済産業省工業用水道
　　　設計標準歩掛表を参考として作成する。
　４　ポンプ場、浄水場等の土木構造物工事の本工事費内訳書は下水道用設計標準歩
　　　掛表-第２巻 ポンプ場・処理場-　を参考として作成する。
　５　ポンプ場、浄水場管理施設等の建築工事の工事科目等、構成は建築関係工事
　　　積算基準を参考として作成する。
　６　電気、機械設備工事の本工事費内訳書は下水道用設計標準歩掛表　
　　　第２巻 ポンプ場・処理場-　を参考として作成する。
　７　ＰＣ配水池工事の工事費総括表、工事費内訳書は、ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ円形構造物
　　　標準積算要領を参考として作成する。

なお、これにより難い場合は、別途考慮する。

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

単　価 金　額 明細単価番号

1 式

摘　要数　量 単　位費目・工種・種別・細目

1 式
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

0
（第3章　第3節　2　鋳鉄管布設工　） （第3章　第3節　2　鋳鉄管布設工　）

（第3章　第５節　３　舗装版取壊工　） （第3章　第５節　３　舗装版取壊工　）

現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

3.3-3

第3章
第3節-2

3.5-2

第3章
第5節-3

1.設計数量については、参考資料「ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ

　ｽﾘｰﾌﾞ被覆の補正等」を参照する。

2.配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管における「溶剤浸透防護

  ｽﾘｰﾌﾞ被覆」については､本表を準用する｡

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｽﾘｰﾌﾞ被覆 実務必携 2-3-13

1.設計数量については、参考資料「ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ

　ｽﾘｰﾌﾞ被覆の補正等」を参照する。

2.配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管における「溶剤浸透防護

  ｽﾘｰﾌﾞ被覆」については､本表を準用する｡

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｽﾘｰﾌﾞ被覆 実務必携 2-3-13

表-3
ｺﾝｸﾘｰﾄ

圧砕機による
舗装版破砕

大型ﾌﾞﾚｰｶ
による

舗装版破砕

ﾊﾞｯｸﾎｳに
よる掘削積込

ﾊﾞｯｸﾎｳに
よる掘削積込

排出ｶﾞｽ対応型（第1次基準値） 管路掘削

ｸﾛｰﾗ型山積0.08㎥（平積0.06㎥） 工事のみ

排出ｶﾞｽ対応型（第2次基準値） 管路掘削

ｸﾛｰﾗ型山積0.13㎥（平積0.10㎥） 工事のみ

排出ｶﾞｽ対応型（第2次基準値） 管路掘削

ｸﾛｰﾗ型山積0.28㎥（平積0.20㎥） 工事のみ

排出ｶﾞｽ対応型（第1次基準値）

ｸﾛｰﾗ型山積0.45㎥（平積0.35㎥）

排出ｶﾞｽ対応型（第2次基準値） 管路掘削

ｸﾛｰﾗ型山積0.80㎥（平積0.60㎥） 工事のみ

コンクリート 開口幅735～850㎜

圧砕機 破砕力549～981kN（56～100ｔ）

バックホウ 排出ｶﾞｽ対応型（第2次基準値）

（ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ） ｸﾛｰﾗ型山積0.45㎥（平積0.35㎥）

バックホウ 排出ｶﾞｽ対応型（第2次基準値）

（ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ） ｸﾛｰﾗ型山積0.45㎥（平積0.35㎥）

小型
バックホウ

台 1

台 1

機械名 規　　格 単位
直接掘削
積込

適用

台 1

バックホウ

台 1

台 1 1 1

台 1

台 1

大型ブレーカ ﾌﾞﾚｰｶ油圧式600～800㎏級 台 1

台 1
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第3章　第５節　３　舗装版取壊工　続き　） （第3章　第５節　３　舗装版取壊工　続き　）

（第3章　第５節　５　残土処分工　） （第3章　第５節　５　残土処分工　）

（第3章　第５節　８　水替工　） （第3章　第５節　８　水替工　）

（第3章　第５節　9　路盤工　） （第3章　第５節　9　路盤工　）

現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

3.5-4

第3章
第5節-3
続き

3.5-5

第3章
第5節-5

3.5-6

第3章
第5節-8

3.5-7

第3章
第5節-9

　　（４）　施工歩掛

　　　　　１) 舗装版切断・排水収集

　　　　　　「福島県土木工事標準積算基準 Ⅳ－３－③―１舗装版切断工」によるものとする。

　　　　　２) 舗装の切断作業時に発生する排水の運搬

　　　　　　「福島県土木工事標準積算基準 Ⅱ－３－⑦―１泥水運搬工」によるものとする。

　　　　　　なお、受注者自らが運搬しない（収集運搬業者へ委託する）など、実態との相違が

　　　　　　認められる場合は、協議するものとする。

　　（４）　施工歩掛

　　　　　１) 舗装版切断・排水収集

　　　　　　「福島県土木工事標準積算基準 Ⅳ－３－③―１舗装版切断工」によるものとする。

　　　　　２) 舗装の切断作業時に発生する排水の運搬

　　　　　　「福島県土木工事標準積算基準 Ⅱ－３－⑥―１泥水運搬工」によるものとする。

　　　　　　なお、受注者自らが運搬しない（収集運搬業者へ委託する）など、実態との相違が

　　　　　　認められる場合は、協議するものとする。

　５　残土処分工

　　（１）　適用範囲

　　　　　　本基準は、工事により発生した残土の平地における処理作業を行う場合に適用する。

　　　　　なお、締固め作業を行う必要がある場合は、別途考慮する。

　　（２）　機種の選定

　　　　　　ブルドーザ排出ガス対策型（第１次基準値）普通15ｔ級を標準とする。

　　（３）　施工歩掛

　　　　　　　「福島県土木工事積算基準 Ⅱ－１－②－２０　３－３　整地」

　　　　　　　によるものとする。

　５　残土処分工

　　（１）　適用範囲

　　　　　　本基準は、工事により発生した残土の平地における処理作業を行う場合に適用する。

　　　　　なお、締固め作業を行う必要がある場合は、別途考慮する。

　　（２）　機種の選定

　　　　　　ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型)(標準型･超低騒音型･排出ｶﾞｽ対策型(2014年規制))山積0.8㎥(平積0.6㎥)を

　　　　標準とする。

　　（３）　施工歩掛

　　　　　　　「福島県土木工事積算基準 Ⅱ－１－②－２０　３－３　整地」

　　　　　　　によるものとする。

　　（３）　施工歩掛

　　　　　１) 水替工（１）

　　　　　　「下水道用設計標準歩掛表　管路　A-1-65 開削水替」によるものとする。

　　　　　２) 水替工（２）

　　　　　　「福島県土木工事標準積算基準Ⅱ－５－⑧－１締切排水工」によるものとする。

　　（３）　施工歩掛

　　　　　１) 水替工（１）

　　　　　　「下水道用設計標準歩掛表　管路　A-1-60 開削水替」によるものとする。

　　　　　２) 水替工（２）

　　　　　　「福島県土木工事標準積算基準Ⅱ－５－⑧－１締切排水工」によるものとする。

　　　　　２)施工機械

　　　　　表　路盤工使用機械

実
務
必
携

県
土
木
工
事
標
準
積
算
基
準

機械名 規格

タンパ

タンパ

振動ローラ

モータグレーダ

ロードローラ

タイヤローラ

振動ローラ

小型バックホウ

施工機械②

施工機械③

人力施工

車道施工

施工機械① 60～80kg

施工機械④ 歩道施工

施工機械 施工区分

60～80kg

排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

搭乗式　ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ型3～4t

排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)

ｸﾛｰﾗ型　山積0.11㎥(平積 0.08㎥)

排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

搭乗式　ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ型3～4t

排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

3.1m

排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

ﾏｶﾀﾞﾑ10～12t

排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

8～20t

　　　　　２)施工機械

　　　　　表　路盤工使用機械

実
務
必
携

県
土
木
工
事
標
準
積
算
基
準

施工機械 施工区分 機械名 規格

施工機械① タンパ 60～80kg

施工機械②
タンパ
振動ローラ

60～80kg
排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)
搭乗式　ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ型3～4t

施工機械③ 車道施工

モータグレーダ

ロードローラ

タイヤローラ

排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)
3.1m
排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)
ﾏｶﾀﾞﾑ10t
排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)
8～20t

施工機械④ 舗道施工

振動ローラ

小型バックホウ

排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)
搭乗式　ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ型3～4t
排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)
ｸﾛｰﾗ型　山積0.11㎥(平積 0.08㎥)

人力施工
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第3章　第５節　10　不陸整正　） （第3章　第５節　10　不陸整正　）

（第3章　第５節　11　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工　） （第3章　第５節　11　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工　）

旧　（　現　行　）

3.5-8

第3章
第5節-10

現行版
頁番号

新　（　改　正　後　）

3.5-9

第3章
第5節-11

　　　　　２)施工機械

　　　　　表　不陸整正使用機械

実
務
必
携

県
土
木
工
事

標
準
積
算
基
準

施工機械 施工区分 機械名 規格
施工機械① タンパ 60～80kg

施工機械②
タンパ
振動ローラ

60～80kg
排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)
搭乗式　ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ型3～4t

施工機械③ 車道施工

モータグレーダ

ロードローラ

タイヤローラ

排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)
3.1m
排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)
ﾏｶﾀﾞﾑ10t
排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)
8～20t

歩道施工

　　　　　２)施工機械

　　　　　表　不陸整正使用機械

実
務
必
携

県
土
木
工
事

標
準
積
算
基
準

機械名 規格

タンパ

タンパ

振動ローラ

モータグレーダ

ロードローラ

タイヤローラ

施工機械 施工区分

施工機械②

60～80kg

排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

搭乗式　ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ型3～4t

施工機械③

歩道施工

車道施工

施工機械①

排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

3.1m

排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

ﾏｶﾀﾞﾑ10～12t

排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

8～20t

60～80kg

　　　　　２)施工機械

　　　　　表　アスファルト舗装工使用機械

県
土
木
工
事
標
準
積
算
基
準

ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ
排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)

ﾏｶﾀﾞﾑ　10t

ﾀｲﾔﾛｰﾗ
排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)

8～20t

施工機械③
歩道施工
1.4≦b

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ ｸﾛｰﾗ型　1.4～3.0m

振動ローラ
超低騒音型・排出ｶﾞｽ対策型(3
次基準値)搭乗式運転質量3～4t

振動コンパクタ 前進型　40～60㎏

施工機械②
車道施工
1.4≦b

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ
排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

ﾎｲｰﾙ型　2.3～6.0m

施工機械 施工区分 機械名 規格

施工機械① 人力施工

振動ローラ ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式　0.5～0.6t 実
務
必
携

　　　　　２)施工機械

　　　　　表　アスファルト舗装工使用機械

県
土
木
工
事
標
準
積
算
基
準

ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ
排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

ﾏｶﾀﾞﾑ　10～12t

ﾀｲﾔﾛｰﾗ
排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準値)

8～20t

施工機械③
歩道施工
1.4≦b

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ ｸﾛｰﾗ型　1.4～3.0m

振動ローラ
排出ｶﾞｽ対策型(第1次基準

値)
搭乗式　ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ型3～4t

振動コンパクタ 前進型　40～60㎏

施工機械②
車道施工
1.4≦b

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ
排出ｶﾞｽ対策型(第2次基準値)

ﾎｲｰﾙ型　2.4～6.0m

施工機械 施工区分 機械名 規格

施工機械① 人力施工

振動ローラ ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式　0.5～0.6t 実
務
必
携
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水道施設積算基準（令和６年４月１日）　新旧対照表

（第３章　第５節　１３．地下水低下工） （第３章　第５節　１３．地下水低下工）

（第3章　第５節　14　コンクリート工　） （第3章　第５節　14　コンクリート工　）

現行版
頁番号

新　（　改　正　後　） 旧　（　現　行　）

3.5-16

第3章
第5節-13

3.5-17

第3章
第5節-14

県土木工事標準積算基準Ⅱ-５-⑨-4

ウエルポイント工内訳表

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ設置

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ撤去

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ設置

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ撤去

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ設置(転用)

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ撤去(転用)

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ運転管理

発動発電機運転　60KVA

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ工損料

計

１式当り

名称・規格 数量 単位 単価 金額 摘要

160.0 本 3,181 508,960
ｻﾝﾄﾞﾌｨﾙﾀｰ使用
しない

160.0 本 2,188 350,080
ｻﾝﾄﾞﾌｨﾙﾀｰ使用
しない

1.0 組 45,411 45,411

1.0 組 26,409 26,409

7.0 組 22,705 158,935 単価は設置の1/2

7.0 組 13,204 92,428 単価は設置の1/2

16.0 日 13,960 223,360
電力料区分：
その他

16.0 日 13,180 210,880
運転日当り運
転時間

1.0 式 219,755 219,755

1,836,218

県土木工事標準積算基準Ⅱ-５-⑨-３

ウエルポイント工内訳表

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ設置

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ撤去

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ設置

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ撤去

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ設置(転用)

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ撤去(転用)

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ運転管理

発動発電機運転　60KVA

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ工損料

計

１式当り

名称・規格 数量 単位 単価 金額 摘要

160.0 本 3,181 508,960
ｻﾝﾄﾞﾌｨﾙﾀｰ使用
しない

160.0 本 2,188 350,080
ｻﾝﾄﾞﾌｨﾙﾀｰ使用
しない

1.0 組 45,411 45,411

1.0 組 26,409 26,409

7.0 組 22,705 158,935 単価は設置の1/2

7.0 組 13,204 92,428 単価は設置の1/2

16.0 日 13,960 223,360
電力料区分：
その他

16.0 日 13,180 210,880
運転日当り運
転時間

1.0 式 219,755 219,755

1,836,218

　１４　コンクリート工

　　（１）　適用範囲

　　　　　　「県土木工事標準積算基準　Ⅱ－4－①－1 １．適用範囲」によるものとする。

コンクリート構造物の分類

ﾏｯｼﾌﾞな構造物、比較的単純な鉄筋を有する構造物、ｺﾝｸﾘｰﾄ防護工、

均しｺﾝｸﾘｰﾄ等 宅内土間ｺﾝｸﾘｰﾄ復旧工

水路、水門、ﾎﾟﾝﾌﾟ場下部工、桟橋上部ｺﾝｸﾘｰﾄ、 現場打ちの流量計室

橋梁床版、壁高欄等の鉄筋量の多い構造物 及び弁室等

ｺﾝｸﾘｰﾄ断面積が1㎡以下の連続している側溝、

ｺﾝｸﾘｰﾄ量が1㎥以下の点在する集水桝、

笠ｺﾝｸﾘｰﾄ等、照明基礎、標識基礎等

　　（２）　コンクリート打設工法の選定

　　　　　　「県土木工事標準積算基準　Ⅱ－4－①－2 　３．コンクリート打設工法の選定」によるもの

　　　　　とする。

　　（３）　施工パッケージ

　　　　　　「県土木工事標準積算基準　Ⅱ－4－①－4　 ４．施工パッケージ」によるものとする。

　　（４）　施工歩掛

　　　　　　「県土木工事標準積算基準　Ⅱ－4－①－9 　５．施工歩掛」によるものとする。

鉄筋構造物

小型構造物

水道工事の例

無筋構造物

構造物種別 コンクリート構造物の分類

　１４　コンクリート工

　　（１）　適用範囲

　　　　　　「県土木工事標準積算基準　Ⅱ－4－①－1 １．適用範囲」によるものとする。

コンクリート構造物の分類

ﾏｯｼﾌﾞな構造物、比較的単純な鉄筋を有する構造物、ｺﾝｸﾘｰﾄ防護工、

均しｺﾝｸﾘｰﾄ等 宅内土間ｺﾝｸﾘｰﾄ復旧工

水路、水門、ﾎﾟﾝﾌﾟ場下部工、桟橋上部ｺﾝｸﾘｰﾄ、 現場打ちの流量計室

橋梁床版、壁高欄等の鉄筋量の多い構造物 及び弁室等

ｺﾝｸﾘｰﾄ断面積が1㎡以下の連続している側溝、

ｺﾝｸﾘｰﾄ量が1㎥以下の点在する集水桝、

笠ｺﾝｸﾘｰﾄ等、照明基礎、標識基礎等

　　（２）　コンクリート打設工法の選定

　　　　　　「県土木工事標準積算基準　Ⅱ－4－①－2 　２．コンクリート打設工法の選定」によるもの

　　　　　とする。

　　（３）　施工パッケージ

　　　　　　「県土木工事標準積算基準　Ⅱ－4－①－4　 ３．施工パッケージ」によるものとする。

　　（４）　施工歩掛

　　　　　　「県土木工事標準積算基準　Ⅱ－4－①－9 　４．施工歩掛」によるものとする。

鉄筋構造物

小型構造物

水道工事の例

無筋構造物

構造物種別 コンクリート構造物の分類
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